
第１章 人口動態統計調査 
 

1 調査の目的 

  我が国の人口動態事象（出生・死亡・婚姻・離婚及び死産）を把握し、人口及び厚生労働行政施策の基礎資料

を得ることを目的とする。 

 

2 調査の沿革 

 人口動態調査は、明治31(1898)年「戸籍法」が制定され、登録制度が法体系的にも整備されたのを機会に、同

32(1899)年から人口動態調査票は１事件につき１枚の個別票を作成し、中央で集計する方法を採り入れたことに

より近代的な人口動態統計制度として確立され、平成10(1998)年に100年を経過した。 

 また、この調査は、昭和22(1947)年６月「統計法」に基づき「指定統計第５号」として指定され、その事務の

所管は同年９月１日に総理庁から厚生省に移管され、さらに平成13(2001)年の省庁再編により厚生労働省に、平

成21(2009)年４月１日には改正統計法が全面施行され「指定統計第５号」は統計法第２条第４項第３号の規定に

基づく「基幹統計」となった。  

 

3 調査の対象 

 人口動態調査は、「戸籍法」及び「死産の届出に関する規程」により届けられた出生・死亡・婚姻・離婚及び

死産の全数を対象としているが、本報告書は、日本において発生した日本人に関する事象を集計したものである。 

 

4 調査の期間 

 調査該当年の１月１日から同年12月31日までに事件が発生したものであって、市区町村長に届け出られたもの

である。 

 なお、婚姻や協議離婚は、届書が市区町村長に受理されることによって事件が発生するため、届出遅れの問題

はないが、出生・死亡・死産や調停・審判・判決による離婚は、事件発生から届出までに相当の遅れのある場合

がある。 

 

5 調査の方法及び報告経路 

 市区町村長は、出生・死亡・死産・婚姻・離婚の届出を受けたときは、その届書等に基づいて人口動態調査票

を作成し、これを管轄の保健所長に送付する。 

 保健所長は、市区町村長から提出された調査票を取りまとめ（保健所を設置する市の保健所長は、当該市の市

長を経由する）、毎月、都道府県知事に送付する。 

 都道府県知事は、保健所長から提出された調査票の内容を審査し、厚生労働大臣に送付する。 

 

 

 

 

注： 保健所を設置する市とは、地域保健法施行令（昭和23年４月２日政令第77号）第１条に規定する市をいう。 

 

6 用語の解説 

自 然 増 減 出生数から死亡数を減じたものをいう。 

乳 児 死 亡         生後１年未満の死亡をいう。 

新 生 児 死 亡          生後４週未満の死亡をいう。 

早期新生児死亡          生後１週未満の死亡をいう。 

死 産          妊娠満12週（妊娠第４月）以後の死児の出産をいう。なお、死児とは、出産後において

心臓膊動、随意筋の運動及び呼吸のいずれも認めないものをいう。 

自然死産と人工死産   人工死産とは、胎児の母体内生存が確実であるときに、人工的処置（胎児又は付属物に

対する措置及び陣痛促進剤の使用）を加えたことにより死産に至った場合をいい、それ以

外はすべて自然死産とする。（※１） 

 

市 区 町 村 保 健 所 都 道 府 県 厚生労働省 

（保健所を設置する

市・特別区） 



 

なお、人工的処置を加えた場合でも、次のものは自然死産とする。 

  (1) 胎児を出生させることを目的とした場合 

   (2) 母体内の胎児が生死不明か、又は死亡している場合 

周 産 期 死 亡          妊娠満22週（154日）以後の死産に早期新生児死亡を加えたものをいう。 

合計特殊出生率           15歳から49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、１人の女性が仮にその年次

の年齢別出生率で一生の間に生むとした時の子ども数に相当する。（※２） 

年齢調整死亡率           人口構成の異なる集団間での死亡率を比較するために、年齢階級別死亡率を一定の基準

人口（昭和60年モデル人口）にあてはめて算出した指標である。 

（※１） 

 死産統計を観察する場合、次の沿革を考慮する必要がある。 

昭和23年以降：優生保護法の施行（７月）により、人工妊娠中絶のなかの、妊娠第４月以降のものも人工死産

に含むことになった。 

昭和24年以降：優生保護法の改正（６月）により、人工妊娠中絶の理由に「経済的理由により母体の健康を著

しく害するおそれのあるもの」も含むことになった。 

昭和27年以降：優生保護法の改正（５月）により、優生保護審査会の審査を廃止するなど、その手続が簡素適

正化され、優生保護法による指定医師は本人及び配偶者の同意を得て、要件に該当する者に対

し、人工妊娠中絶を行うことができるようになった。 

昭和43年以降：胎児を出生させる目的で人工的処置を加えたにもかかわらず死産をした場合、従来は人工死産

であったが、自然死産として取り扱うこととなった。 

昭和51年以降：優生保護法による人工妊娠中絶を実施することができる時期の基準を、従来の「通常妊娠８月

未満」から「通常妊娠第７月未満」に改めた。（昭和51(1976)年１月20日付け厚生省発衛第15

号厚生事務次官通知） 

昭和54年以降：優生保護法による人工妊娠中絶を実施することのできる時期の基準を、従来の「通常妊娠第７

月未満」から「通常妊娠満23週以前」に表現を改めた。（昭和53(1978)年11月21日付け厚生省

発衛第252号厚生事務次官通知） 

平成３年以降：優生保護法による人工妊娠中絶を実施することのできる時期の基準を、従来の「通常妊娠満 

23週以前」から「通常妊娠満22週未満」に改めた。（平成２(1990)年３月20日付け厚生省発健

医第55号厚生事務次官通知） 

（※２） 

 統計表－第１章人口動態統計－第２節総覧－第１－２－９表の合計特殊出生率については、ベイズ統計学の手

法を用いて推定した。 

  ベイズ推定とは、市町村などにおいて出現数の少なさに起因する偶然性の影響を減少させ、地域間や経年比較

に耐えうるよう、安定性の高い指標に補正したものである。 

  なお、本書では、当該市町村を含む広域健康福祉センターの数値に基づきベイズ・モデルを適用し、市町村の

数値を推定した。 

 

7 比率の解説 

(1) 人   口 

                              自然増加数 

   自 然 増 加 率  ＝                                 ×  1,000 

                       10月１日現在日本人人口（※１） 
 
(2) 出   生 

                              年間出生数 

   出  生  率  ＝                                 ×  1,000  

                       10月１日現在日本人人口（※１） 
 
                        母の年齢別出生数 

   合計特殊出生率  ＝                        15歳から49歳までの合計 

                         年齢別女性人口 
 

(1952) 

(1949) 

(1948) 

(1968) 

(1976) 

(1979) 

(1991) 



(3) 死   亡 

                                年間死亡数 

   死  亡  率  ＝                                 ×  1,000        

                        10月１日現在日本人人口（※１） 
 
 

                       ｛（観察集団の各年齢階級死亡率）×（基準人口集団の各年齢階級人口）｝の各年齢階級の総和 

   年齢調整死亡率＝                                                                               

                                     基 準 人 口 集 団 の 総 数 （※２） 
 
 
(4) 乳 児 死 亡 

                          年間乳児死亡数 

   乳 児 死 亡 率  ＝                          ×  1,000          

                             年間出生数 
 
                          年間新生児死亡数 

   新生児死亡率    ＝                          ×  1,000        

                             年間出生数 
 
                         年間早期新生児死亡数 

   早期新生児死亡率＝                          ×  1,000        

                             年間出生数 
 
(5) 周 産 期 死 亡 

                                   年間周産期死亡数 

   周産期死亡率   ＝                                                    ×  1,000     

                     年間出産数（出生数＋妊娠満22週以後の死産数） 
 
(6) 死   産 

                             年間死産数 

   死  産  率 ＝                                ×  1,000      

                     年間出産数（出生数＋死産数） 
 
                            年間自然死産数 

   自 然 死 産 率 ＝                                ×  1,000  

                     年間出産数（出生数＋死産数） 
 
                             年間人工死産数 

   人 工 死 産 率 ＝                                ×  1,000   

                      年間出産数（出生数＋死産数） 
 
(7) 婚   姻 

                           年間婚姻届出件数 

   婚  姻  率 ＝                                ×  1,000    

                      10月１日現在日本人人口（※１） 
 
(8) 離   婚 

                           年間離婚届出件数 

   離  婚  率 ＝                                ×  1,000  

                      10月１日現在日本人人口（※１） 
 
（※１） 

   各統計表における国及び県の率の算出には、総務省統計局の「人口推計（平成30(2018)年10月１日現在）（日

本人人口）」（参考表を参照）を用いているが、広域健康福祉センター及び市町村別の率の算出については、



栃木県統計課の「平成30(2018)年10月1日現在栃木県毎月人口調査（総人口）」（統計表－第１章人口動態統

計－第１節人口－第1-1-3表 参照）を用いて算出しているため、全市町村別人口の合計と県人口総数とは一致

しない。 

（※２） 

   昭和60年モデル人口は、昭和60年国勢調査日本人人口を基礎に、ベビーブームなどの極端な増減を補正し、

四捨五入によって1,000人単位としたものである。 

基準人口－昭和60年モデル人口－ 

年 齢 基準人口 年 齢 基準人口 年 齢 基準人口 年 齢 基準人口 年 齢 基準人口 

０～４歳 8,180,000 20～24歳 8,814,000 40～44歳 9,400,000 60～64歳 5,546,000 80～84歳 1,406,000 

５～９歳 8,338,000 25～29歳 8,972,000 45～49歳 8,651,000 65～69歳 4,511,000 85歳以上   784,000 

10～14歳 8,497,000 30～34歳 9,130,000 50～54歳 7,616,000 70～74歳 3,476,000   

15～19歳 8,655,000 35～39歳 9,289,000 55～59歳 6,581,000 75～79歳 2,441,000 総 数 120,287,000 

 

8 死因の分類 

「疾病及び関連保健問題の国際統計分類第10回改訂（ICD-10（2013年版））」に準拠して設定される「疾病、

傷害及び死因の統計分類（平成27年２月13日総務省告示第35号）」による。（平成29(2017)年から） 

 

 


